
平成20年度農村振興局組織改正について（概要）
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農 村 振 興 局

１．農村振興局の組織再編

農村振興局は，平成13年度における農林水産省の組織見直しに際して設置

され，農業の生産基盤の整備，農村の生活環境の整備及び中山間地域等条件

不利地域の振興をはじめとする農村の振興を図るための各般の施策を推進し

てきた。

そのような中，農村振興局の組織については，耕作放棄地の増加，農山漁

村の活力の低下，世界的に逼迫する水資源の保全と有効活用，地球温暖化・

生物多様性の保全などへの対応を含め，現下の政策課題に即応した農村振興

施策を企画立案し，着実に推進していくための体制を強化することが求めら

れている。

このような観点から，組織を政策分野ごとに再編し，個々の政策課題によ

り機動的かつ的確に対応できるよう体制を整備する。

２．組織再編の内容

１の組織再編の考え方を踏まえ，農村振興施策の総合的な企画立案，計画

作成等を横断的に担当する部と各種個別事業の実施を担当する部とに分かれ

ていた現行の体制を改め，農村振興施策の推進体制の強化を図る観点から，

政策分野ごとに，各種施策の企画立案から個別事業の実施までを一体的に担

当する体制を整備することとし，農村振興局の部課の再編を行う。

（１）企画部

企画部においては，農村の活性化，都市農村交流や中山間地域対策をは

じめとする政策課題に対応する施策の企画立案とともに，現在整備部が所

掌している事業の一部を移管して，関連施策を一体的・総合的に実施する

こととし，以下の４課を配置する。

・農村計画課（仮称） 農村振興施策の総合的な企画立案，農業振興地域制度・農

地転用許可制度，耕作放棄地対策の総括 等

・都市農村交流課（仮称) 農山漁村活性化法，都市農村交流，都市農業の振興 等

・中山間地域振興課（仮称） 中山間地域等の振興，鳥獣害対策，バイオマス 等

・農村環境保全課（仮称） 農村における環境保全対策，環境影響評価，多面的機

能の調査 等
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（２）整備部

整備部においては，農村の重要な資源である農地・農業用水等の良好な

状態での保全を図り，その有効活用を図る観点から，現在企画部が所掌し

ている土地改良事業に係る計画作成・総合調整等の事務を移管して，農地

及び農業用水等の資源の保全管理等に係る各般の施策を土地改良事業と一

体的に,かつ，企画立案から実施までを一貫して取り組めるよう体制を整備

することとし，以下の５課・1分掌官を配置する。

・設計課（仮称） 農業農村整備の総合的な企画立案，土地改良長期計画，土地改

良事業計画に係る総合調整 等

・土地改良企画課（仮称）土地地改良制度，土地改良区等の団体指導，事業効果 等

・農村資源管理課 （仮称） 農地・水・環境保全向上対策，耕作放棄地対策，ほ場

整備 等

・農村整備官（仮称） 農業農村整備に係る補助事業の調査・実施 等

・水資源管理課（仮称） 農業水利，かんがい排水事業，農業水利施設の保全・管理 等

・防災課（仮称） 農村地域における防災・災害対策 等



農村振興局組織再編図

【現行】 【再編後】

企画部 企画部

農村政策課 農村計画課 （仮称）（３５人）
（５３人） ・農村振興施策の総合的な企画立案、

農振制度、農地転用、耕作放棄地対策の総括

土地改良企画課
（３９人）

資源課 都市農村交流課 （仮称）（３０人）
（３１人） ・農山漁村活性化法、都市農村交流、都市農

業の振興

事業計画課 中山間地域振興課 （仮称）（３９人）
（４０人） ・中山間地域等直接支払い、山村振興、鳥獣

害対策、バイオマス、特殊土壌

地域計画官 農村環境保全課 （仮称）（３３人）
（３８人） ・農村の環境保全対策、環境影響評価、多面

的機能の調査

整備部 整備部

設計課 設計課 （７４人）
（５５人） ・農業農村整備の総合的な企画立案、土地改

良長期計画、土地改良事業計画に係る総合
調整

土地改良企画課 （３７人）

水利整備課 ・土地改良制度、土地改良区等の団体指導、
（３５人） 事業効果、交換分合

農村資源管理課 （仮称）（４５人）
・農地・水・環境保全向上対策、耕作放棄地
対策、ほ場整備

農地整備課 農村整備官 （仮称）（２３人）
（４０人） ・補助事業の調査・実施

地域整備課 水資源管理課 （仮称）（５４人）
（４０人） ・農業水利、かんがい排水事業、農業水利施

設の保全・管理

防災課 防災課 （３４人）
（３４人） ・農村地域における防災・災害対策


